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令和 2年 3月 27日

調査及び立法考査局

国土交通調査室・課

◆御依頼 日 :2月 27日

◆御依頼内容

世界各国の公共放送に関する調査

1.公共放送の有無

2.公共放送のCMの有無。CMがある場合は、広告収入額及び、過去広告出稿先のスキャングルを報じたかどうか。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法 (契約か 。税金か。また衛星放送と地上放送で額が違うの

か)。 契約方式の場合、契約率。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

【調査対象国】

アメリカ・カナダ・メキシヨ・中国・台湾・香港・マカオ・韓国・イン ドネシア・マレーシア・

フィリピン・シンガポール・ タイ・ベ トナム・イン ド・ロシア・オース トラリア・プラジル・

オース トリア・ベルギー・エス トニア・フィンラン ド・ノルウェー・フランス・ ドイツ・イタリア・

オラング・ポーラン ド・スペイン・ スウェーデン・ スイス・イギリス

御指定の各国について、資料に基づき、以下のとおり公共放送の有無、CMの有無、受信料額・

徴収方法、不払いに対する刑事罰等をまとめました。特記ない情報については、『NHKデータブッ
ク 世界の放送 2020』 (資料)又は「世界の公共放送―制度と財源報告 2018-」 (御提供資料)に基
づいています。

なお、「日本の放送は周知のように、公共放送 NHKと 民間放送事業者の 2本立て体制により、発
展をとげてきた。我々はこれを当然のこととしているが、民間放送中心のアメリカ、公共・国営放

送中心であったヨーロッパなど、日本のような併存体制は世界に類をみない。放送及びその制度は、

個々の国の歴史や文化、ソフト産業や家電産業の発達といった他産業との関わりなどによって異な

る発展形態をとげる」1と いわれ、各国。地域において「公共放送」についての考え方も異なると考

えられますが、以下では、NHK放送文化研究所の「①編集権の独立が法 律で保障されていること、
②公共放送の運営に受信料あるいは政府交付金,公共放送の運営を目的とした税金等,なんらかの

公的資金が利用されていること」の 2点を基準とした定義に従いました (御提供資料)。

1.公共放送の有無

公共テレビ局の団体として、公共放送サービス (PBS/Public Broadcasting Service)が あります。

PBSは 自ら番組を制作するわけではなく、規模の大きなメンバー局が制作した番組や外部から調達

した番組をメンバー局に配信 しています。他にも PBSに加盟しない公共放送や、公共ラジオ局の団

体 (公共ラジオ,NPⅣNationaI Pub‖ c Radio)等があり、これらの団体・放送局の活動内容や要望等

を審査 し、適切に政府交付金を配分する団体として、公共放送機構 (CPB/Corporation br Public

[砂川浩慶 「第 1章 放送をめぐる制度と実態の概説」舟田正之 。長谷部恭男『放送制度の現代的展開』有
斐閣,2001,p.1.
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Broadcasting)が あります。 (資料 2,pp.293-295.)

2.公共放送のCM
CMはありませんが、企業による寄付として企業協賛金が財源となってお り、企業協賛金の額は

約 41億 ドルで収入全体の 15%です (2013年度 )。 企業協賛金はアメリカの公共放送に特有の仕組

みで、民間企業等がスポンサーになり協賛金を出す代わりに、番組の始まりや終わりに、その企業

名や企業理念を表示 します。クレジットの表示は 60秒以内、個別の商品や価格等を紹介すること

は禁止等の厳格なルールがあります。 (資料 2,p.298.)

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度はありません。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度はありません。

1.公共放送の有無

カナダ放送協会 (CBC/Radio― Canada:Canadim Brodcasting Corporationカ ナダ放送協会)が公共

放送を担っています。

2.公共放送のCM
広告放送が認められており、広告収入額は 24億 8,800万 ドルで収入全体の約 14%(2017‐ 18年 )

です2。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度は 1953年に廃止されました。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度は 1953年に廃止されました。

メキシヨ

1.公共放送の有無

5つの機関が全国向けに放送を行っています。公共放送として、文化省が運営するチャンネル 22

(Cana122)、 国立工科大学が運営するチャンネル 11(Cana1 0ncc)、 公共教育省が運営する教育テレ

ビ (■ levision Educativa)、 メキシヨ国立自治大学が運営する TVウ ナム (TV UNAM)、 メキシコ放

送公共機構が運営するチャンネル 14(Canal Catorce)が あります。しかし、公共放送はいずれも地

上テレビ放送で全土をカバーするに至っていません。

2.公共放送のCM
公共放送は政府交付金や寄付金で運営されてお り、広告放送については今回お調べした範囲では

確認できませんでした。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

2 CBC&Radio Canada " 2018-2019 Anrual Report " p.39.
<https://site-cbc.radio-canada,caldocuments/impact-and-accountability/finances/2018-2019-annual-report.pd>
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受信料制度はありません。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度はありません。

中国

1.公共放送の有無

公共放送はありません。国営放送として中国中央テレビ (CCTV/China Central■ levhOn)が あり

ます。

2.公共放送のCM
公共放送はありませんが、国営放送 CCTVの財源は広告収入です。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度はありません。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度はありません。

ム 述
口 ′弓

1.公共放送の有無

公 共 テ レ ビ (PTS/Public TelevisiOn seⅣice)を 中核 と した 公 共 放 送 グル ー プ (TBS,Tiwan Broadcasting

System)の形態をとっています。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度はありませんが、商業局やメディア研究者の間では、受信料制度の導入を主張する声

もあるということです。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度はありません。

香港

1 公共放送の有無
公共放送局として RTHK(香 港電台)があります。

2.公共放送の CM
公共放送局の財源は政府交付金で賄われています。広告放送については今回お調べした範囲では

確認できませんでした。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法
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2.公共放送のCM
2006年 に商業放送から公共放送に移行した中華テレビ (華視,CTS)は 、広告放送を行っていま
す。公共電視法に基づき設置されている公共テレビは政府交付金や寄付金が主な財源となつてお り、

広告放送については今回お調べ した範囲では確認できませんでした。



受信料制度については今回お調べした範囲では確認できませんでした。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度については今回お調べした範囲では確認できませんでした。

マカオ

1.公共放送の有無

公共放送局として澳門廣播電視股分有限公司 (ポル トガル語 :Teledimsaode Macau de S.A"TDM)

があります。

2.公共放送のCM
広告放送が認められており、広告収入額は約 1500万澳門元です (2018年 )3。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

財源は、政府の交付金を主として、寄付や広告収入で補完する「総合財政モデル」を採用してい

ます4。 受信料制度については今回お調べした範囲では確認できませんでした。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度については今回お調べした範囲では確認できませんでした 。

韓国

1.公共放送の有無

韓国放送公社 (KBS I Korcan Broadcasting System)が 公共放送を担っています。

2.公共放送のCM
広告放送が認められており、広告収入額は 4,207億 ウォンで収入全体の約 28%です (2016年 )。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料額 :月 額 2,500ウ ォン

徴収方法 :電気料金と合わせて徴収します。

契約率 :90%を 超えるとされます。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

ありません。

インドネシア

1.公共放送の有無

公共放送局として、インドネシア共和国テレビ (TVR:Televisi Republik lndonesia)が ありますが、

経営実態は国営放送と変わらないとされます。

2.公共放送の CM

3澳門廣播電視股分有限公司 「2018年度 工作報告及帳 目」2019.3■ 5,pp」 1‐ 12.
くhttps:″www.ldin.com.■ o/c_abou′ rcporυ2018FIN_rcpOrt_cn.pdf,
4澳門廣播電視股扮有限公司策略螢展工作小組 「澳門廣播電視股分有限公司策略装展工作小組報告」2010■ 0,
pp.38-40.く hip:″ portal.gov.mo/po● al‐■ontcnd′ !oadilc?id=/20101007_184831_294>
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法律上広告が認められていますが、広告収入額はわずかとされます。広告放送の額については今

回お調べした範囲では確認できませんでした
5。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度は 1953年に廃止されました。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度は 1953年に廃止されました。

マ レー シア

公共放送の有無

公共放送はありません。国営放送として RTMがあります。

2.公共放送の CM

国営放送 RTMは広告放送を行っています。広告放送の額については今回お調べした範囲では確認できませ

んでした6。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度については今回お調べした範囲では確認できませんでした。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度については今回お調べした範囲では確認できませんでした。

1.公共放送の有無

公共放送はあ りません。国営放送 として PTNI(Peoples' Television Netwok lnc.)と IBCが あ り

ます。

2.公共放送の CM

国営放送 PTNIは広告放送を行っています。広告放送の額については今回お調べした範囲では確認できませ

んでした
'。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度については今回お調べした範囲では確認できませんでした。国営放送 PTNIの財源は、

発足した際に与えられた自己資本と広告収入だということです。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度については今回お調べした範囲では確認できませんでした。

5 TVRの 財務諸表を確認 しま したが、広告収入額の項 目は見当た りませんで した。
TVRI`'LAPORAN KEUANCAN''2019.7.16.
くhtp:/′ staging.tvri.go.id/assets′ ppid/Laporan― :Kcuangan‐ LPP‐ TVRI‐ Mcdia‐Indoncsia-13‐ Juli‐ 20191N()AI)P‐ 1.pdfゝ
6 RTMの 年次報告 (公表 されている最新の もので 2014年 の もの)を確認 しま したが、収支については確認
できまtlん で した。 くhttp:″ www.rtn13o■ my/indcx.php/c″ uscrs/pub〕 ic′ publication/2195‐ 帥nual‐ rcpo●>
7 PTNIの財務書類 (公表 されている最新の もので 2016年 の もの)を確認 しま したが、広告収入 に限定 した
項 目は確認できませんで した。くhitp:″ ptni.gov.ph/statcmcnt‐ o,comprchcnsivc‐ incomc‐2016/>
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ン ンガポール

1.公共放送の有無

なし。 1日国営放送事業者のシンガポール放送協会は 1994年に廃止されました。政府出資の株式

会社 Mediacorpが 独占的に放送を行っています。

2.公共放送のCM
公共放送がありません。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度は 2011年 に廃止されました。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度は 2011年 に廃上されました。

タイ

2.公共放送のCM
公共放送の運営にあたっては、商業的利益なしに行われるべきとされており (タ イ公共放送サー

ビス組織法§7(2))、 財源についても広告放送に関する規定がないことから (タ イ公共放送サービス

組織法§11)、 広告放送は行われていないものと見られます
8。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度はありませんが、項番 3の賦課金を支払わない者は、 1年を超えない懲役又は本来支

払うべき額の 5～ 20倍の罰金という罰則があります (タ イ公共放送サービス組織法 §53)。

ベ ト ム

1.公共放送の有無

公共放送はありません。

2.公共放送のCM
公共放送はありませんが、国営放送 VTVの番組制作費は loo%広告収入で賄っています。財源と
しては他に政府予算があります。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

公共放送はなく、受信料制度については今回お調べした範囲では確認できませんでした。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

8タ イ公共放送サー ビス組織法 (英訳 )(THAIPUBLIC BROADCASTINC SERVICE AC■ B.E.2551(2008))
くh“ps://cn.thaipbs.or.th/documcnνdownload?1‐5&2=9&3‐ 1>
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1.公共放送の有無

公 共 放 送 と して Thai PBS(Thai Public BroadcaSting SerViCe)が あ りま す 。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度はありませんが、財源として、酒とたばこからの税収の 1.5%を賦課金として徴収して

います。ただし、毎年 20億バーツを上限とされています (タ イ公共放送サービス組織法§12)。



公共放送はなく、受信料制度については今回お調べした範囲では確認できませんでした。

インド

1.公共放送の有無

公共放送テレビ局 Doord″ shan、 ラジオ局 AIRがあり、インド放送協会 (Pras″ Bharati)が運営を

行っています。

2.公共放送のCM
広告放送が認められており、広告収入額は約 113億ルピーで収入全体の約 24%です (2016-17年 )
9

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度は廃止されています。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度は廃止されています。

ロシア

1.公共放送の有無

公共放送として PTR(ロ シア公共テレビ)があります。

2.公共放送の CM
公共放送では、現在、広告放送は行われていませんが、資金不足のため広告放送を実施する案も

浮上しています。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

公共放送の財源は、政府交付金と民間からの寄付や基金から成 り立っています。受信料制度につ

いては今回お調べした範囲では確認できませんでした。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度については今回お調べした範囲では確認できませんでした。

オーストラリア

1.公共放送の有無

オース トラリア放送協会 (ABC)が公共放送を担っています。

2.公共放送のCM
ABCに ついては、広告放送は禁止されています。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度は廃止されてお り、ABCの 主な財源は政府交付金です。

9 Prasar  Bharati  ``Prasar  Bharati  ttnual  Rcport  2017‐
2018・ '  Prasar  Bharati  Vrcbsitc,  pp.163,  169

くh“p:〃prasarbharati.gov.in/Annual_RcportPI)F/2017‐ 18‐ EnglishVicrsion.pdf>
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4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度は廃止されています。

ブラジル

1.公共放送の有無

公共放送 Empresa Brasil de Comunicaφ o(EBC)が 提供 しています。

2.公共放送の CM
物品・サービス等に関する広告は認められていませんが、公的組織の広告を行 うことは認められ

ています 10。 総収入に占める割合は、0.8%程度です H。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

財源は、政府交付金、広告料、通信事業者の負担金等であり、受信料は徴収していません。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料は徴収 していません。

オーストリア

1.公共放送の有無

オース トリア放送協会 (Ostereichischer Rundhnk:ORF)が 公共放送を担っています。

2.公共放送の CM
公共放送では、広告が認められており、2018年度総収入の 23%が広告収入でした。

3.公共放送の受信料額及び徹取方法

放送受信機を所有している世帯・事業所に受信料が課され、番組料、ラジオ・テレビ料金、芸術

振興負担金、州徴収金が一括して徴収されます。徴収業務は ORFの 子会社である受信料情報サー

ビス (Gebohen lnお Service Cmbh:GIS)が行っています。料額は州によって異なりますが、20.93～

26.73ユ ーロ (約 2500円～3200円 )です 12。

]O Toby Mcndcland Evc Saomon,■ 力θ Rθg″′α′οり'E″ν′″ο″″ο″(ル″3/οα′σαs′′″g:′″′″′θ″″α′′ο″α′Bθ s′ P/ααたOS″″ッθツ
プb″ B″αFi′ :α″,αたθ力ο′′οぉ,UNESCO,2011,p.49.
くhttps://uncsdOc.uncsco.org/in′ documcntVicwcr xhtml?v‐ 2.1.196&id‐ p::usmarcdcF_0000191622&ilc‐ /in/rcst′ annot

ationSVC/Downloadヽ ratcnnarkcdAttachmcnVattach_import_21'cc3cO‐ lfb2‐ 4848‐bdd4‐
lf2c5da00a8c%3F_%3D191622cng.Pdf&localc‐ cn&multi=truc&ark=/ark:/48223ノ pm000191622/PDF/191622cng.pd
島
`%53つ
る7B9る22num9622%)3A422%)2C%22gcn%22%3AO%)7D%2CO/。 7B%22namc%22%,3A%22XYZ9る 22%7D%2CO

9′62C8429′62Cnul1965D>
l'Scrv● o Publicidadc Lcgalを 、総収入 (Total Ccral)で 除 した もの。 Emprcsa Brasn dc Comunica“ o,
.`Rc!at6rio dc Administra9ao 201 8'',

p.40.く http:″ www.cbc.com.b″ instituciona1/sitcs/_instituciona1/■ lcyatoins/■ lcs/rclatorio_da_administracao_‐

_2018_― _vcrsao_inal.pdf>
12 ``Rundnunkgcblhrcn pro Monat in Euro''(〕 cb● hrcn lnfo Scrvicc(〕 nibh、vcbsitc

くhips:″ www」 s.a′gcbuchrcn′′ucbersicht>上 掲は付加価値税込みの金額。
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表 オース トリアの受信料  (単位 :C)
ラジオのみ テレビあり 使途・分配

番組料 4.6 17.21 ORFの収入

ラジオ・テレビ料金 0.36 1.52 連邦政府の収入

芸術振興負担金 0.48 7割が連邦政府、3割が州。

州徴収金 0～ 1.5 0～ 5.8 州政府の財源。州により異なる。

付加価値税 0.46 1.72

言十 7.40 26.73

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

オース トリア放送受信料法 (Rundinkgeb● hengesetz(RGG))1'上 、受信機設置に際して、受信料

徴収を委託された企業に対する報告を行 うことが義務付けられており (同法第 2条第 3項 )、 これ

に違反した場合には、最大 2180ユーロの財産刑が課されます (同法第 7条第 1項 )。

ベルギー

1.公共放送の有無

オランダ語共同体の VRT、 フランス語共同体の RTBF、 ドイツ語共同体の BRFが存在 します。

2.公共放送の CM
公共放送は、各共同体政府からの交付金及び広告収入を財源 としています。広告収入の占める割

合は、RTBFで 18%、 VRTでは 8%程度です・ 。

3.公共放送の受信料額及び徹取方法

受信料制度はあ りません。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度はありません。

1.公共放送の有無

国営放送として、エス トニア公共放送 (Eesti Rahvusringhaaling)が 存在します !5。 公共放送の基準

を完全には満たしていないと考えられています
“
が、御参考までに以下ではエス トニア公共放送に

ついて御紹介します。

2.公共放送のCM
現在では、広告は許されていません。199o年代まで広告放送が許されていましたが、商業放送事

13くhttps:〃www.rtnat/dc/mノ RCC>
14 Grcgory R Lo、 vc& (Christian E.Berg,`.Thc Funding of Public Scrvicc Mcdia:Aヽ 4attcr ofVialuc and Vla!ucs''
′″′″″α′′ο″a′′ο″″α′ο′■イ

`′
′αんイlα″αga″θ′′,15(2),2013,pp.77‐ 97.

15「エス トニア」 (エ ス トニア :よ り詳細な監督機関 。法律・政策等の情報)(最 終更新 :平成 30年度 )
pp.7‐ 8.総務省 「世界情報通信情報」 ウェブサイ ト くh"ps:″ ww、vsOumu.g。 」ノg‐
icプcountヮ/estonia′ pdf/372.pdfゝ
167υセッド,ο

"α
crο ss E″″οpθ:″θg″′α′′ο″.′ο′,cッ α″′:″ d¢′σ″aσ″cθ,volumc l,Open Socicty lnstitutc,2005,p.578.

くhips://www.opcnsocicり おundations.org uploads′ 469410t‐6劇 0‐48a3‐ aac5‐2858b56ね 86d/vo!onc_20051011_0.pdfゝ
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業者の潜在的な収益を圧迫したことや番組編成が広告主の利益を施行 したものになったこと、結果

として、公共サービス任務を遂行する公共放送としての能力が大きく制約されることになりました。

結果として、エス トニア公共放送の広告放送は廃止されることになりました
l'。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度を採用していません (政府交付金、寄付等による)。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度を採用 していません。

フ イ ンランド

1.公共放送の有無

フィンランド放送会社 (Yleisradio Oy:YLE)が 公共放送を担っています。

2.公共放送の CM
広告放送は禁止されています。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

2012年をもって、受信料制度は廃止され、公共放送税の徴収が始まっています。税額は所得によ

って異なり、年 50～ 163ユーロとなっています。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

2012年 をもって、受信料制度は廃止されました。

ノルウエー

1.公共放送の有無

ノルウェー放送会社 (Norsk RiksMngkasting:NRK)が 公共放送を担っています。

2.公共放送のCM
広告放送は禁止されていますがスポーツイベントなどで限定的なスポンサーシップを受けるこ

とが許されています。

3.公共放送の受信料額及び徹取方法

2020年 1月 からは、受信料が廃止され、17歳以上の収入がある国民に対し、収入に応じた「公

共サービス税」が課されています。税額は、200ノ ルウェークローネ (約 2400円 )か ら 1700ノ ル

ウェークローネ (約 2万円)です。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無
2020年 1月 に受信料は廃止されました。

フランス

1.公共放送の有無

t1 Tblevision across Europe: rcgulation, policy and independence, volume l, Open Society lnstitute, 2005, pp.58l-583.
<https://www.opensocietyfoundalions.org/uploads/46941ffe-6fd0-48a3 -aac5-2858b56fa86d/volone 20051011 0,pdD

tot t4



フランステレビジョン (France TaCvisions:FTV)が 公共放送を担っています。

2.公共放送のCM
広告放送 (番組間のスポット広告)が許されています。FTVの総収入 28億 7910万ユーロ中、広

告収入は 3億 4770万ユーロを占めます。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

2009年の法改正により公共放送負担税として徴収されることになっています。料額は年 139ユー

ロ (約 1万 7000円 )です。所得申告時に、テレビの非所有者はその旨を申告するものとされ、申告

をしなかった場合にはテレビ所有者として、住居税と公共放送負担税が一括徴収されます。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

テレビを所有しているにもかかわらず、所有していないと虚偽の申告をした場合は、150ユ ーロ

(約 1万 8,000円 )の罰金が課されます。不払いに対しては、他の税 (住居税等)と 同様に強制徴

収が行われます。また、このほか、税務当局には、有料テレビ事業者に対する調査権限があり、事

業者は、求めに応じ、加入者の限定された個人情報を提供する義務があります (罰則あり)。

ドイッ

1.公共放送の有無

ARD(ドイツ公共放送連盟)に加盟する9つの州放送協会と、ZDF(第 2ドイツテレビ)が、計
18のテレビチャンネルを提供しています。

2.公共放送の CM
テレビ広告放送は、ARDの第 1テ レビとZDFで 1日 当たり平均 20分まで認められていますが、
平日20時以降並びに日曜日及び祝日は禁止されています。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

放送受信機の有無を問わず、全ての世帯と事業所から放送負担金 (Rundinkbeitrag)を 徴収して

います (2013年 1月 から。それまでは「放送受信料」)。 放送負担金の月額は 17.5ユ ーロ (約 2,100

円、年額 210ユーロ)、 支払は 3か月ごとの日座振替です。地上放送と衛星放送との区別はありま

せん。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

行政上の強制執行によるほか、1,000ユーロ以下の罰金規定があります。

イタリア

1.公共放送の有無
RAI(イ タリア放送協会)が提供しています。

2.公共放送のCM
広告放送は行われていますが、その収入は補完的な財源です。なお、タバコの広告は禁止されて

お り、アルコールの広告も厳 しく規制されています。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

放送受信機保有にかかる義務的支払として、受信料が徴収されています。2016年から、歳入庁
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が各電気会社に徴収を委託し、毎年 1月 ～10月 の電気代の請求書とともに受信料年額の 10回分割

で請求し、各電気会社が翌月までに取りまとめて歳入庁に納付します。なお、テレビを受信 しない

者は毎年申告する義務があり、申告をすることで受信料の徴収が免除されます。受信料額 (年額 )

は、一般家庭が 90ユーロ (約 11,000円 、テレビ受信料のみ )、 事業所は、事業規模別にテレビが

203.7～ 6,789.4ユーロ (約 24,000円 ～81万 円)、 ラジオが一律 29.94ユーロ (約 3,600円 )です。地

上放送と衛星放送との区別はありません。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

テレビ保有に関する虚偽申告は刑事罰の対象となります。不払い者に対しては罰金制度が適用

され、個人向けの普通契約の場合 200～ 600ユーロ、法人向けの特別契約の場合 103.29～ 516.45ユ

ーロの罰金が科せられ、支払遅延の期間に応 じて延滞金も加算されます。さらなる不払いについて

は、行政上の罰金が科せ られることもあります。

1.公共放送の有無

NPO(オランダ公共放送)及び 13の州公共放送 (RPO)が提供しています。

2.公共放送のCM
テレビ広告放送は、20時まで禁止されているほか、チャンネルごとに 1日 の放送時間の 15%以

内、1時間につき 12分までの範囲で放送することが認められています。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

NPO及び RPOの財源は、政府 (文科省)の交付金及び広告収入です。地上放送 と衛星放送 との

区別はあ りません。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度はありません。

1.公共放送の有無

TVP(ポーランド・テレビ)が、全国放送 11チ ャンネル、各地域向け放送 1チャンネルの計 12

チャンネルによる放送を提供しています。

2.公共放送のCM
広告放送時間は、放送時間の 15%、 1時間につき 12分を超えない範囲で認められていますが、

酒類、たばこ、医療関連商品及びとばくに関わる広告は禁止されています 18。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料額は、年額 245■ 5ズウォチ (約 6,600円 )であり、受信機機器を使用する全ての利用者に

支払義務が課されています 19。 地上放送と衛星放送との区別はありません。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

18「ポーラン ド共和国」 (ポーラン ド:よ り詳細な監督機関・法律・政策等の情報)(最終更新 :平成 27年
度)p.8.総 務省 「世界情報通信情報」ウェブサイ トくhttpS:″ WW‐ SOumu・gO」 p/8‐ iCυCOuntry/p01m″ pd,048.pdト
19同上
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刑事罰の有無については情報が見当たりませんでしたが、受信料の不払い率は高いとされてい

ます20。

スペイン

1.公共放送の有無

RTVE(ス ペイン放送協会)が全国向けに 5チャンネルで放送を提供しています。

2.公共放送の CM
2010年 1月 1日 から、RTVEの 広告放送は廃止されました。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信料制度はありません。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信料制度はありません。

2.公共放送のCM
スポーツイベン トのスポンサーシップの場合を除き、広告放送は禁止されています。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

テレビ受信機所有世帯が支払義務を負 う「テレビ受信許可料」の制度に代わり、2019年 1月 か

ら、テレビ受信機の所有の有無にかかわらず、一定以上の収入がある個人に対して課税される「公

共サービス税」が導入されました。地上放送と衛星放送との区別はありません。

4_受信料不払いに対する刑事罰の有無
「テレビ受信許可料」の制度は廃上されました。

スイス

1.公共放送の有無

SRG SSR(ス イス放送協会)が言語別の 4つの放送局を持ち、計 7つのテレビチャンネルで放送

を提供しています。

2.公共放送のCM
広告放送が認められています。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法

受信機の有無にかかわらず、全世帯と年商 50万 スイスフランを超える企業に支払義務のある「ラ

ジオ・テレビ公課」(Radio‐ und Fcmsehabgめ e)と いう受信料制度があります。各世帯は一律年額 365

スイスフラン (約 39,000円 )、 老人ホーム・介護施設・学生寮・刑務所などの施設は年額 730ス イ

20同 上
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スウェーデン

1.公共放送の有無

SVT(ス ウェーデン・テレビ放送会社)が全国放送を提供しています。



スフラン (約 79,000円 )、 企業は年商に応 じた 6段階制です。世帯からの徴収は、公募で選定され

た医療保険の徴収事業者の子会社が行い、企業からの徴収は国税庁が行います。なお、地上放送と

衛星放送との区別はありません。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無
「ラジオ・テレビ公課」制度は、2019年 1月 に導入されたものですが、導入後 5年間は、受信

機を持たない世帯は、申告により受信料の支払が免除されます。この申告に虚偽があった場合、5,000

スイスフラン以下の罰金が科されます21。

イギリス

1.公共放送の有無

BBC(英国放送協会)が 全国放送を提供 しています。

2.公共放送の CM
広告放送は禁止されていますが、コンサー トや大型イベントの放送については、非営利団体のス

ポンサーシップが一定の条件で認められています。

3.公共放送の受信料額及び徴取方法
「2003年放送通信法」 (Communication Act 2003)に よる規定は次のとお りです。

・テレビ番組サービスを受信できる装置を設置した者は、受信免許を受けなければならない。

・受信免許を付与された者は、担当相又は規則によって定められた受信許可料を支払う義務を負う。

受信許可料は、年額 153.50ポ ン ド (約 21,000円 )です。BBCが外部委託によって徴収していま

す。地上放送と衛星放送との区別はありません。

4.受信料不払いに対する刑事罰の有無

受信許可料の不払いは刑事罰の対象となり、最高 l,000ポ ン ド (約 13万 円)の罰金が科せられ、

応じない場合は収監されることもあります。

■御提供資料■

1.NHK放送文化研究所『NHKデータブック 世界の放送』NHK出版,2020220,pp.22-31,34‐ 39,48‐
69,76-85,118‐ 125, 128‐ 137,140‐ 153,162-173,178-181,192‐ 201,206‐ 210,250‐ 271.

2.「 世界の公共放送―制度 と財源報告 2018」 NHKウ ェブサイ ト
くhttps:〃www.nhk.orjp/bunken/rcsearch/oversea/pdf/20180130_1.pdf´ゝ
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